
 

 

 

 

平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災・津波及び４月７日に発生した余震により被害を

受けた自己居住用宅地の復旧工事を行う場合、その工事費の一部を補助します。 

 

１ 対象となる方 

 次の要件を満たしている方 

東日本大震災により被害を受けた自己居住用宅地の所有者、管理者又は占有者及びその同居家族 

２ 対象となる工事 

  東日本大震災により浸水、陥没、隆起、地割れ、液状化等の被害を受けた宅地の安全性を回復

するために必要な次の復旧工事 

⑴ のり面の保護工事 

⑵ 擁壁･地盤等を維持するための排水施設の設置工事 

⑶ 地盤の補強及び整地工事 

⑷ 擁壁の設置及び補強工事（旧擁壁の撤去を含む） 

⑸ 地盤調査及び設計調査 

⑹ その他被災宅地の安全性の回復に必要な被災宅地復旧工事 

[対象外の復旧工事]  

・工事費が２０万円未満の軽微な復旧工事 

・貸家やアパートなどの不動産事業用の宅地の復旧工事 

・非住家を再建又は補修するための宅地の復旧工事 

・復旧工事とはいえない工事 

３ 補助金額 

補助対象となる工事費の１／２以内の金額で上限２００万円（対象工事費４００万円） 

４ 申請に必要な書類等 

 ⑴ 陸前高田市被災宅地復旧工事費補助金交付申請書（指定様式） 

⑵ 復旧工事費の明細書又は見積書（工事が完了していれば領収書も） 

⑶ 被災宅地の状況写真（工事が完了していれば完成写真も） 

⑷ 付近見取り図（現地図）、復旧工事計画図 

⑸ 被災宅地の所有者が分かる書類（登記簿、固定資産税明細書等） 

⑹ 申請者(世帯主)の印鑑 

５ 申請期限  

令和５年３月３１日（令和５年３月３１日までに工事が完了すること） 

 

 

 

 

 

08 秋 

【申請窓口】 
 陸前高田市 建設部 復興支援室 
   陸前高田市高田町字下和野１００ 市役所４階 
   ℡０１９２－５４－２１１１（代表） 
    受付時間 ８:３０～１７:１５ ※土日、祝日、年末年始を除く 

 

令和４年４月 

被災宅地復旧工事費補助金について 



★Ｑ＆Ａ 

質    問 回   答 

東日本大震災で被害を受けた宅地の定義は？ 平成 23 年 3 月 11 日以前から、不動産登記簿上

の、宅地、又は固定資産税の課税上で宅地と評価

されている土地であり、東日本大震災によって、

安全性が損なわれている状況にあるものです。よ

って従来、農地や山林であった土地を新たに造成

した宅地は、対象となりません。 

宅地の「管理者」と「占有者」の違いは？ 管理者は、宅地の所有者がお亡くなりになっても

相続の登記がされておらず、息子さん等が管理し

ている場合などを想定しています。 

占有者は、土地を借りている方を想定していま

す。ただし、建物のみを借りている方は対象外で

す。 

住宅の補修等の補助と両方活用は可能ですか？ 可能です。 

擁壁に設けるフェンスは対象となりますか？ フェンスは対象外です。 

家のための排水施設は対象となりますか？ 擁壁に垂れる雨水などが、地盤の強度に支障をき

たさないよう措置する工事は対象となりますが、

家のための排水や浄化槽の整備は対象外です。 

傾いた家を直すための工事は対象となります

か？ 

住宅が傾いた原因は、宅地の液状化、沈下及び擁

壁倒壊による宅地の変状（土が逃げた）などが原

因であることから、住宅の傾きを補修し、住宅基

礎の下を復旧する工事も宅地復旧工事とします。

具体的には、アンダーピニング工法、ラップルコ

ンクリート工法等で基礎底面より下で補強する

工事は、地盤沈下を復旧して地盤の補強を行う工

事に該当することから、対象となります。ただし、

住宅の排水設備など設備工事については宅地復

旧の対象外となります。 

今の地盤よりも嵩上げする盛土は対象となりま

すか？ 

下がった地盤を元の高さまで盛土する工事が対

象となります。 

まだ家を建てていなかった個人宅地は対象とな

りますか？ 

震災前から住宅を建てる作業を進めていた宅地

が地震･津波で被災し、それを復旧させるための

工事は対象となります。 

地割れを起こした宅地の表面にコンクリートの

たたきを作った場合は対象となりますか？（排水

施設は設けていない） 

コンクリートたたきの下の整地までは対象とな

ります。整地により宅地復旧本来の趣旨が達成さ

れていますので、その上のコンクリートたたき部

分は対象外です。 

補助金交付申請から、交付されるまでの手続きに

ついて教えてください。 

① 補助金交付申請（申請者→市） 

② 補助金交付決定通知（市→申請者） 

③ 補助金請求（申請者→市） 

④ 補助金振込（市→申請者） 

全ての工事が終了し、施工業者に代金をお支払い

された後に補助金の請求を頂くことになります。  


